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学校図書館専門職関連施策の動向と課題
－2014年法改正を中心に－
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 現行の学校図書館法では、学校図書館の職務を担う
人員として、1953年の成立時から第5条で司書教諭が、
そして2014年の改正により第6条で学校司書が規定さ
れている。
 本稿では、学校図書館法の歴史的経緯（1）を簡単に振
り返ったうえで、2014年の学校司書法制化に関わる動
向を中心に概観し、現在の課題を探る。

1．学校図書館法の流れ－2014年法改正以前
 学校教育法施行規則（1947年）に学校に必置と書き
込まれて以後構想された学校図書館は、米国の影響を
受けて、担当者として、免許制による専任司書教諭と
それを補佐する事務職員が想定されていた。しかし、
これに基づいて1953年3月上程予定であった法案（2）は
衆議院解散によって幻に終り、8月に成立した学校図
書館法（3）では、事務職員の記載は消失し、講習で資格
を取得できる司書教諭のみが第5条に「学校図書館の
専門的職務を掌る」職務として「教諭をもって充てる」
と定められ（充て職）、必置を定める条文にもかかわら
ず附則に「当分の間」の配置猶予条項が設けられた。
 学校図書館業務担当の事務職員は、法成立時既に「数
千人という単位」で現場に存在し、法成立後も、担任等
をもつ司書教諭が学校図書館の職務を全うするのは困
難という現実を受けて、事務職員が学校司書として実
質的に学校図書館業務を担う位置に就く場合も少なく
なかった（4）。
 学校図書館を担当する専門職について、司書教諭と
それを補助する学校司書の二職種制を主張するグルー
プと、学校司書を司書教諭と対等の教育職と位置づけ
るグループが、1960年代から1970年代にかけて法案提
出を試みるなどしたが、法改正には至らなかった。そ
の間も学校司書は活動実践を続け、1980年代頃から集
会活動や出版物で広く知られるようになり、それがま
た多くの実践者の拠り処となった。個人単位の参加に
よる組織として学校図書館問題研究会（学図研）、各地
の学校図書館を考える会とその全国連絡会、情報交流
紙『ぱっちわーく』（CA1898参照）などが挙げられる（5）。
 1993年「学校図書館図書整備5か年計画」等の国の
学校図書館関連施策が始動し、1997年の学校図書館法

改正によって、附則の司書教諭の配置猶予規定に12学
級以上の学校には2003年3月末までの期限が設けられ
た。学校司書については関係者の合意がないことを理
由に取り上げられなかった（6）。
 法改正後「情報教育推進の一翼を担うメディア専門
職」と位置づける司書教諭とボランティアによる学校
図書館運営が想定されたが（7）、司書教諭が充て職であ
る規定に改変はなく行き詰まりを見せた（8）。この間も
学校図書館活動を実質的に支えた多くは学校司書の活
動であった（9）。日本図書館協会（JLA）学校図書館部会
の学校図書館問題プロジェクト・チームは、1999年3
月、将来的には単一の学校図書館専門職の配置が望ま
しいとする報告書（10）を出している。2009年3月、文部
科学省設置の「子どもの読書サポーターズ会議」はそ
の報告書（11）で「学校司書」の配置を主張した。

2．2014年学校図書館法改正
2.1．法再改正への動き
 2011年6月、子どもの未来を考える議員連盟（当時）、
文字・活字文化推進機構、学校図書館整備推進会議で
構成される「学校図書館活性化協議会」が、政策課題と
して学校図書館法の再改正を打ち出し、これに呼応し
て複数の団体が要請書を提出した（12）。12月発表の新た
な「学校図書館図書整備5か年計画」では、学校司書配
置として初めて150億円（13）が計上された。
 2013年6月、子どもの未来を考える議員連盟（当時）
が、学校に「専ら学校図書館の職務に従事する職員（学
校司書）」を置くよう努めること、学校司書の資質向上
のための研修等の措置を講ずるよう努めることを内容
とする学校図書館法改正の骨子案（14）を提示した。これ
に対して、専任・専門・正規や必置を盛り込むべきと
する要望や意見が、さまざまな団体から出された（15）。
 文部科学省は学校司書配置への期待の高まりを背景
に、「学校図書館担当職員の役割及びその資質の向上に
関する調査研究協力者会議」を設置して2013年8月か
ら計7回会議を開催し（16）、その結果を、2014年3月に
「これからの学校図書館担当職員に求められる役割・
職務及びその資質能力の向上方策等について（報告）」
（以下「2014報告」）にまとめた（17）。
 「2014報告」に対して、学校司書の職務を整理したこ
とや教育指導への支援を挙げたことは高く評価された
が、高い水準を求める一方で資格要件についての記述
がなく正規職員での配置が想定されていないなどの課
題も挙げられた（18）。

2.2．2014年学校図書館法改正－学校司書法制化
 2014年4月、学校図書館議員連盟は全国学校図書館
協議会（全国SLA）、学校図書館整備推進会議、JLA、
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学図研、学校図書館を考える全国連絡会の5団体に学
校司書の法制化についてヒアリングを実施、審議を
行ったのち、6月11日、衆議院文部科学委員会に、骨子
案に附則として学校司書の職務内容が専門的知識・技
能を必要とするものであること、学校司書の資格や養
成の在り方等については今後の検討とすることなどを
付加した、学校図書館法改正案（19）を提出。衆議院・参
議院とも附帯決議を付して可決され（20）、6月27日公布
された（E1597参照）。
 法改正を受けて、JLAは7月、「学校図書館法の一部
を改正する法律について（見解及び要望）」（以下「JLA
見解」）（21）を公表し、将来望ましい学校図書館職員制度
として学校司書と司書教諭が合流して創設する、図書
館情報学と教育学の専門教養を習得した単一の学校図
書館専門職員制度を掲げた。学校図書館議員連盟、文
字・活字文化推進機構、学校図書館整備推進会議は7
月、司書教諭と学校司書は対等な関係であり、事業者
が雇用し学校図書館に勤務する者は法の規定する「学
校司書」には該当しないなどとする「改正学校図書館
法Ｑ＆Ａ」（22）を作成した。

2.3．法改正後
 文部科学省により、2015年8月から「学校図書館の
整備充実に関する調査研究協力者会議」が計8回開催
された（23）。学校司書の資格・養成等の在り方について
は、当会議の下に設置された「学校司書の資格・養成
等に関する作業部会」で3回審議された。
 同会議の審議の進行に併行して、JLA学校図書館職
員問題検討会が9月に養成カリキュラム2案を含む報
告書（24）をまとめたほか、他団体においても議論がなさ
れ、養成カリキュラムの提案やそれについての論考が
発表された（25）。
 同会議の審議は、2016年11月に「これからの学校図
書館の整備充実について（報告）」（以下「2016報告」）（26）

としてまとめられ、文部科学省によって「学校図書館ガ
イドライン」「学校司書のモデルカリキュラム」とともに
教育委員会教育長等宛てに通知された（E1896参照）。
 なお、2015年12月には、中央教育審議会が、答申
「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策につ
いて」（27）を公表、学校司書は「授業等において教員を支
援する専門スタッフ」の一つとして記述された。また、
学校司書配置に総額約1,100億円（単年度約220億円）
を措置する2017年度からの新たな「学校図書館図書整
備5か年計画」（28）も発表された。

3．�2014年法改正ならびに関連施策への論点・評価と
課題　　

 2014年の法改正ならびに「2016報告」を含む一連の
関連施策については様々な立場から評価や論考が公表
されている。以下、論点となる項目に分けて、評価と課
題を記す。

3.1．努力義務にとどまる配置
 法改正以前は協力者会議やその報告「2014報告」にお
いても用いられていなかった「学校司書」の名称が、条
文に明記されたことを評価する向きはある。しかし、配
置が努力義務となったことについては、「JLA見解」が、
専任・専門・正規の学校司書実現に課題が残るとし、他
からも今後の配置につながるか疑問もあがっている（29）。
 「2016報告」は全体的に現状の追認という様相で、「学
校図書館ガイドライン」もそれを出るものではなかっ
た。このことは、次に掲げる学校図書館業務の専門性
の掘り下げ不足や非正規配置・地域格差拡大への懸念
に繋がる。

3.2．学校司書の職務と司書教諭との関係
 法の附則にではあるが学校図書館の職務が「専門的」
とされたことは、関係団体の要望の反映でもあり、肯
定的な評価（30）がある一方、専門性に対する規定・内容
の審議が不十分（31）との声もある。
 職務を総括する司書教諭と補佐の学校司書という従
来の関係を踏襲しその二職種で支えていくことを明示
した点に大きな意義がある（32）とする一方、二職種いず
れもが専任・正規の条件を満たさず学校の中で専門職
としての地位が得られない危惧（33）や、学校司書は、司
書教諭の補助と位置付けられ、「極めて限定された「専
門的」知識を活かして授業の支援・協働をするだけ」
になると懸念する声（34）もあった。専門性や二職並置の
議論を深めないまま「二度の改正を行ったツケがここ
にきて一層鮮明になった」と述べて、学校司書の「専門
性を強調しようとすればするほど司書教諭との差別化
がつかなくなるという矛盾」があることを指摘した論
考（35）もある。
 JLAを初めとして単一の学校図書館専門職を理想と
掲げる論は少なくない（36）が、今回の法改正がその方向
への第一歩となったかといえば、そうではないという
見方が大勢のようである。
 なお、学校司書の職務を「国民の生命・健康・安全
に関わるものではない」とした「2016報告」の記述には、
「情けない施策であり、国としての自覚や責任を放棄す
るもの」（37）「拭いきれない汚点」（38）などの声や「2014報
告」において教育的支援を担うとされた職務に対する
見解と矛盾するという疑問が挙がった（39）。
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3.3．�財政的根拠の不足と非正規化の拡大・委託化への
懸念

 法改正にあたり専任・専門・正規での配置に関する
条文の記載への要望が複数の団体から出されたが、結
果として「正規」は改正法では盛り込まれておらず、財
政的根拠も地方財政措置しかない。「JLA見解」は「1
人あたりの配置単価年105万円は明らかに非正規職員」
であることに危惧を示し、専任で有資格・正規職員で
の学校司書配置を可能とする財政措置の必要性を訴え
る。教育職への位置づけ・公立学校の給与の保障の欠
落を指摘して、非正規職員の配置拡大を懸念したり、
財政措置の算定根拠を非正規職員に置く法改正に落胆
を表したりする声（40）もあった。
 2016年10月発表の全日本教職員組合学校図書館職
員対策部による非正規学校司書の調査結果（41）は低賃
金・短時間勤務などの実態を示し、さらに教員との打
ち合わせ時間がなく授業での活用ができないなどの影
響も示唆している。法改正後の学校司書募集記事の勤
務条件調査でも低賃金・短期雇用の傾向が示された（42）。
非正規学校司書は大半が女性であり、非正規職と女性
労働の問題が重層化している。今後その視点での考察・
対策も必要であろう。
 事業者雇用で学校に勤務する者は法律上の学校司書
には該当しないとする「改正図書館法Q&Ａ」の記述な
どはあるが、民間委託を否定しているとまではいえず
公立図書館等との学校施設の複合化から民間委託拡大
の可能性に注意喚起する声（43）もある。自治体担当者の
知識が十分ではない場合に民間事業者への採用・研修
業務の委託が合理的との見解（44）もあるが、業務委託の
進む東京都の公立高等学校からの、図書委員会活動の
維持や授業との連携には困難があり、たとえ開館時間
が延びても「学校図書館の内容が充実したとは言い難
い」（45）という声には耳を傾けたい。
 なお、2017年度からの新たな「学校図書館図書整備
5か年計画」では、新聞の複数紙配備の対象に高等学校
は含まれているが、学校司書配置では含まれていない。
小中学校の学校司書（学校図書館担当職員）配置率が増
加傾向にあるのに対して（2006年：小学校32.9％／中
学校35.2％→2016年：小学校59.2％／中学校58.2％）、
高等学校では減少傾向にある（2006年：71.2％→2016
年：66.6％）	（46）という現実もあり、高等学校への対応に
も今後注意が必要だろう。

3.4．学校図書館と「知る自由」の保障
 改正法及び「2014報告」「2016報告」について、「資料
提供」に関する理念が読み取れない、知る自由の保障
への言及がない、という批判（47）も見られた。
 学校図書館での資料提供について、「IFLA/ユネス

コ学校図書館宣言」（48）に鑑み、JLAの「図書館の自由
に関する宣言」は学校図書館にも妥当する、即ち学校
図書館も知的自由の尊重を基本原理とする「図書館」
であるとする考え方（49）がある一方で、「教育的配慮」か
ら資料の閲覧制限などを否定しない見方もある。
 学校司書法制化が話題となり始めた2013年夏、『は
だしのゲン』問題が起こった（50）。教育委員会からの要
請で一旦書庫に移された同書は、結局手続き上の問題
があったとして開架に戻されたが、「教育的配慮」の考
え方が時に権力的に現場を襲うということが露呈した
事例ともいえ、これについて複数の見解や論考が発表
された（51）。現場ではこのようなとき「図書館」の基本を
説くことのできる専門職が必要であるが、非正規の学
校司書では、発言の機会が保障されなかったり、校長
や教育委員会に対応するだけの権限を持たなかったり
する（52）。今回の法改正やガイドラインはその体制に変
化をもたらすものではなかった。
 学校図書館は、2017年3月に公示された新学習指
導要領が掲げる「主体的・対話的で深い学び」に貢献
できる機能を有している。「対話」の対象として、イン
ターネットや、データベースを整備してアクセス可能
とする必要があるが、それらも含めた幅広い情報資源
について、知る自由の保障を使命の一つとする図書館
としての在り方を今一度確認する必要がある。「学校図
書館が多様な資料を収集し、子どもたちや教職員一人
ひとりの自由な学びを保障することは、学校司書が意
識して覚悟しておこなわなくてはなりません」（53）とい
う言葉をかみしめたい。

3.5．校長・一般教員の理解と同僚性の育成
 文部科学省の通知では運営に関して「校長のリー
ダーシップの下」と記述されたほか、報告書・ガイド
ラインでもこの文言が度々登場している。これに関し
て違和感を示す声があった（54）。学校図書館の在り方や
その活用は、校長の学校図書館に対する認識の影響を
受ける。学校図書館の役割に関して校長への啓発や研
修が重要になろう。
 学校司書の職員会議や校内研修への参加について、
報告書・ガイドラインに明記されたことは、会議参加
への後押しになりそうだが、現状では同僚教員とのコ
ミュニケーションの少なさや学校図書館への理解不足
を訴える学校司書は少なくない。「チーム学校」として
の連帯感、学校内での同僚性をいかに育むか、各学校
での取組みのほか、教育界全体としての取組み（55）も必
要であろう。

3.6．地域格差の拡大
 改正法・ガイドラインは、学校司書配置の地域格差
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の縮小に対して効力を持つものにならなかった（56）。
 文部科学省による全国調査のほか、『ぱっちわーく』
等でも各地域の学校図書館を考える会等による学校司
書配置状況調査が発表されているが、設置者の裁量に
委ねられているためか自治体間の格差が大きい。配置
ありとなっていても、複数校配置のため1校あたりで
は実質週1、2日の勤務というところもある。児童生徒
が学校図書館の人的サービスを受けられる時間の調査
などの現状把握と、公教育の平等に基づいた国レベル
での対応が必要であろう。

3.7．養成・研修　
 養成については、通知の別添資料として、科目と単
位数を示すモデルカリキュラムが付された。
 さまざまな提案を受けて提示されたモデルカリキュ
ラムの内容についての論考は今後を待つことになる
が、公立図書館司書や図書館員養成の立場からは、司
書資格を司書職共通の基礎資格とする提案（57）があっ
た。県立高等学校の学校司書と県立図書館司書の採用
を一括し人事交流を実施している自治体もあり、学校
司書と図書館司書の資格をいかに扱うか検討が待たれ
る。
 一方、研修については協力者会議では大きな議論は
なく、実施主体の工夫に委ねられることになる。日本
図書館研究会の学校図書館研究グループが実施した研
修内容アンケート（58）で指摘された、学校司書対象研修
は、読書活動推進、公立図書館との連携に偏っており
個人情報保護の研修がない、一般教諭・管理職対象の
研修があまり実施されない、等の問題点に目を向けた
い。数年を見通した体系的な研修企画の必要性が提唱
される（59）一方、大半が短期契約という現実の雇用条件
との矛盾を訴える声（60）もある。訓練を受けていないこ
とを求められ困惑する学校司書の体験談（61）もあり、現
場のニーズに沿った研修が必要となろう。
 ただし、研修は養成教育の代替にはなり得ない。学
校司書採用の事例紹介記事で、採用時に資格要件を求
めず研修の充実を強調した例があったが、数日間の研
修受講を資格保有と同列に扱うのでは専門性の軽視と
言わざるを得ない。自治体には専門職配置の責務を真
摯に果たす姿勢が望まれる。

4．課題解決に向けて
 法改正によって、学校図書館現場に非正規・非専門
の学校司書が増加しそれで問題が解決したと認識され
ることを懸念する声（62）に共感すること大だが、この矛
盾を含んだ法改正が成立した現状を踏まえ、次を考え
ていくしかない。
 複数の論考（63）にもみられるように、学校図書館が目

指すべき在り方の共通理解を深めることの必要性を説
く意見を真に受け止め、現場からは専門性をもつ人材
による実践についての発信が今後も求められよう。ま
た、専門性向上のため立場を超えてまとまる必要性も
指摘されている（64）。集会等に現場の非正規司書の参加
が少ないとの声が聞かれる。当事者である学校司書が
知識を蓄え生かしていけるよう、雇用形態に関わらず
連帯できるような仕組みが必要であろう。
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